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和光市総合福祉会館指定管理者公募要領 

  

和光市総合福祉会館に設置する高齢者福祉センター、身体障害者デイサービスセンター、

知的障害者授産施設及び精神障害者小規模作業所の指定管理者（管理運営を実施する団

体）を公募いたします。 

 

１ 和光市総合福祉会館の施設の概要 

 (1) 名称     和光市総合福祉会館 

 (2) 所在地    和光市南一丁目２３番１号（外環上部） 

 (3) 施設の規模  鉄骨造（Ｓ造）３階建、敷地面積７，５７２．７７㎡ 

建築面積２，７４２．１９㎡、延べ床面積７，１８９．７６㎡  

 (4) 設置施設   １階  身体障害者デイサービスセンター、知的障害者授産施設、

総合管理事務所 

２階  高齢者福祉センター、精神障害者小規模作業所、 

   障害者地域生活支援センター 

３階  地域福祉センター 

 (5) 開館予定日  平成１７年４月１日 

 

２ 指定管理者に管理を行わせる公の施設の概要 

(1) 高齢者福祉センター  

(2) 身体障害者デイサービスセンター 

 (3) 知的障害者授産施設 

(4) 精神障害者小規模作業所 

 

 １ 高齢者福祉センター 

  (1) 施設の概要 

   ① 施設の名称   和光市高齢者福祉センター 

   ② 所在地     和光市総合福祉会館内、２階 東側  

   ③ 施設規模    ９６９．９㎡（事務室、トレーニングルーム、浴室、リフレ

ッシュルーム、生活相談室兼会議室、教養娯楽室、大広間） 

   ④ 利用見込人員  １００人程度 

(2) 利用時間 

午前９時から午後４時まで 

  (3) 休業日 

   ① 日曜日 

② 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日（以下

「祝日法による休日」という。） 

③ 1 月２日、同月３日及び１２月２９日から同月３１日まで 

  (4) 利用対象者 
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高齢者福祉センターを利用することができる者は、原則として、市内に住所を

有する６０歳以上の者とする。 

(5) 管理業務の範囲及び内容  

   ① 施設の運営管理に関する業務 

    ア 和光市総合福祉会館設置及び管理条例第５条に規定する事業の実施 

     ・ 生活、健康等の相談に関すること。 

     ・ 機能回復訓練に関すること。 

     ・ 介護予防事業に関すること。 

     ・ 教養の向上及びレクリエーションに関すること。 

     ・ その他、高齢者の健康増進及び自立促進を図るために市長が必要と認める

事業 

    イ 鍵の管理 

    ウ センター内の整理整頓 

   ② 利用許可に関する事務 

    ア 利用の申請事務 

    イ 利用許可証の交付事務 

   ③ 利用の制限に関する事務 

④ センターの施設及び設備の管理 

  (6) 管理の基準 

     和光市総合福祉会館設置及び管理条例（第２章高齢者福祉センター及び第８章

雑則）及び和光市総合福祉会館設置及び管理条例施行規則（第２章高齢者福祉セ

ンター）に定める規定による。 

  (7) 指定期間 

     平成１７年４月１日から平成２２年３月３１日まで 

  (8) 職員の配置 

  ① センターに専らその職務に従事する常勤の管理者を置くこと。 

   ② 指導員を３名以上確保すること。 

  (9) 送迎 

     送迎業務は、市が業務委託した者が行うものとする。 

 (10) 指定管理料    

   ① 指定管理業務に係る経費は、会計年度（４月１日から翌年３月３１日まで）毎

に支払われます。なお、指定期間が始まるまでに要する準備経費については、原

則として、指定期間中の収入をもって充てることとします。 

   ② 指定期間が始まるまでに要する準備経費については、原則として、指定期間中

の収入をもって充てることとします。 

 

 ２ 身体障害者デイサービスセンター 

  (1) 施設の概要 

   ① 施設の名称   和光市身体障害者デイサービスセンター 

   ② 所在地     和光市総合福祉会館内、１階 西側  
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   ③ 施設規模    ７３０．６㎡（事務室、デイルーム、社会適応訓練室、日常

生活訓練室、相談室、特殊浴室、車椅子浴室） 

   ④ 定員      １５人 

  (2) 利用時間 

午前９時から午後４時まで 

  (3) 休業日 

① 日曜日 

② 祝日法による休日 

③ 1 月２日、同月３日及び１２月２９日から同月３１日まで 

  (4) 利用対象者 

身体障害者デイサービスセンターを利用することができる者は、次のいずれか

に該当する者とする。 

① 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号。以下「身障法」という。）第

１７条の５第５項に規定する居宅受給者証の交付を受けた者 

② 身障法第１８条第１項に規定する措置を受ける者 

③ ①及び②に掲げる者のほか、市長が特に利用を認める者 

  (5) 管理業務の範囲及び内容 

   ① 施設の運営管理に関する業務 

    ア 和光市総合福祉会館設置及び管理条例第１２条に規定する事業の実施 

     ・ 入浴及び食事の提供に関すること。 

     ・ 創作的活動に関すること。 

・ 機能訓練に関すること。 

   ・ 介護方法の指導に関すること。 

・ 社会適応訓練に関すること。 

   ・ 更生相談に関すること。 

   ・ レクリエーションに関すること。 

・ 送迎に関すること。 

   ・ その他、身体障害者及びその介護を行う者の身体的負担及び精神的負担の

軽減を図るために市長が必要と認める事業 

    イ 鍵の管理 

    ウ センター内の整理整頓 

    エ 開館後、知的障害者のデイサービスを相互利用により実施（実施時期は未定） 

   ② 利用許可に関する事務 

    ア 利用の申請事務 

    イ 利用の決定事務 

    ウ 利用許可・不許可通知書の発送事務 

   ③ 利用の制限に関する事務 

   ④ 利用料金の徴収事務 

   ⑤ 利用料金の減免事務 

⑥ センターの施設及び設備の管理 
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 (6) 管理の基準 

     和光市総合福祉会館設置及び管理条例（第３章身体障害者デイサービスセンタ

ー及び第８章雑則）及び和光市総合福祉会館設置及び管理条例施行規則（第３章

身体障害者デイサービスセンター）に定める規定及び身障法に基づく指定居宅支

援事業者等の人員、設備及び運営に関する基準（平成１４年厚生労働省令第７８

号）による。 

  (7) 指定期間 

     平成１７年４月１日から平成２２年３月３１日まで 

  (8) 利用料金に関する事項 

     利用者から納付された利用料金は、指定管理者の収入として収受させるものと

する。 

(9) 職員の配置 

① センターに専らその職務に従事する常勤の管理者を置くこと。 

② 指導員及び介護職員は、次のとおり確保すること。 

ア 利用者の数が１５人までは、２人以上 

イ 利用者の数が１５人を超えるときは、２人に、利用者の数が１５人を超えて

５人又はその端数を増すごとに１人を加えて得た数以上 

③ 看護師 1人のほかに、作業療法士又は理学療法士を１人配置すること。 

(10) 食事の提供 

総合福祉会館内の厨房において、市が業務委託した者の調理する食事を配膳す

るものとする。 

(11) 送迎 

     送迎業務は、市が業務委託した者が行うものとする。ただし、添乗及び配車表

の作成は指定管理者が行うものとする。 

 (12) 指定管理料 

   ① 指定管理業務に係る経費（支援費対象経費を除く。）は、会計年度（４月１日

から翌年３月３１日まで）毎に支払われます。 

   ② 支援費（障害者福祉サービスの利用に要する費用の全体額から利用者負担額を

控除した額）は、指定管理者が代理受領する方式により支払われます。 

   ③ 指定期間が始まるまでに要する準備経費については、原則として、指定期間中

の収入をもって充てることとします。 

 

 ３ 知的障害者授産施設 

  (1) 施設の概要 

   ① 施設の名称   和光市知的障害者授産施設 

   ② 所在地     和光市総合福祉会館内、１階 東側  

   ③ 施設規模    ９５２．６㎡（事務室、作業室、パン工房室、食堂、相談室、

医務室、静養室、更衣室） 

   ④ 定員      ５０人 

  (2) 利用時間 
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午前９時から午後４時まで 

  (3) 休業日 

① 日曜日及び土曜日 

② 祝日法による休日 

③ 1 月２日、同月３日及び１２月２９日から同月３１日まで 

  (4) 利用対象者 

知的障害者授産施設を利用できる者は、次に掲げる者とする。 

① 知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号。以下「知障法」という。）第１

５条の１２第５項に規定する施設受給者証の交付を受けた者  

② 知障法第１６条第１項第２号の規定により措置を受ける者 

  (5) 管理業務の範囲及び内容 

   ① 施設の運営管理に関する業務 

    ア 和光市総合福祉会館設置及び管理条例第２２条に規定する事業の実施 

   ・ 就労支援に関すること。 

     ・ 生活指導に関すること。 

     ・ その他、知的障害者授産施設の設置目的を達成するために市長が必要と認

める事業  

    イ 鍵の管理 

    ウ 授産施設内の整理整頓 

   ② 授産種目については、市と指定管理者との協議によるが、パン工房を授産施設

内に設置するのでパンの製造を授産種目に予定すること。 

   ③ 就労支援の一環として実施する喫茶サロン（１階ロビー）の運営業務 

   ④ 利用許可に関する事務 

    ア 利用の申請事務 

    イ 利用の決定事務 

    ウ 利用許可・不許可通知書の発送事務 

   ⑤ 利用の制限に関する事務 

   ⑥ 利用料金の徴収事務 

   ⑦ 利用料金の減免事務 

⑧ 授産施設の施設及び設備の管理 

  (6) 管理の基準 

     和光市総合福祉会館設置及び管理条例（第４章知的障害者授産施設及び第８章

雑則）及び和光市総合福祉会館設置及び管理条例施行規則（第４章知的障害者授

産施設）に定める規定及び知的障害者福祉法に基づく知的障害者援護施設の設備

及び運営に関する基準（平成２年厚生省令第５７号）による。 

  (7) 指定期間 

     平成１７年４月１日から平成２２年３月３１日まで 

  (8) 利用料金に関する事項 

     利用者から納付された利用料金は、指定管理者の収入として収受させるものと

する。 
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 (9) 職員の配置 

   ① 施設長 

    授産施設の長は、次のいずれかに該当する者でなければならない。 

ア 社会福祉事業に５年以上従事した者であって、施設を運営するのに適切であ

ると認められるもの 

イ 精神保健に関して相当の学識経験を有する医師 

ウ 上記に掲げる者と同等以上の学識経験を有すると認められるもの 

   ② 医師 

    ③ 保健師又は看護師 

④ 生活指導員 

   ⑤ 作業指導員 

      上記に掲げる職員のうち、保健師又は看護師、生活指導員及び作業指導員の

総数は、おおむね、利用者の数を７．５で除して得た数以上でなければならな

い。また、生活指導員うち少なくとも 1人は女子でなくてはならない。 

 (10) 授産種目等 

① 授産施設が与える職業（以下「職業」という。）の種目は、地域の実情、製品

の需要状況等を考慮して選定しなければならない。 

   ② 授産施設は、職業に従事する者の作業時間、作業量等がその者に過重な負担と

ならないように配慮しなければならない。 

(11) 工賃の支払 

   ① 指定管理者は、知的障害者授産施設を利用した者に対し、毎月その者の就労時

間及び作業内容等に応じて工賃を支払うものとする。 

② 工賃の額の基準及び支払方法等は、指定管理者が市長の承認を得て定めるもの

とする。 

(12) 給食 

総合福祉会館内の厨房において、市が業務委託した者の調理する給食を配膳す

るものとする。 

(13) 送迎 

     送迎業務は、市が業務委託した者が行うものとする。ただし、添乗及び配車表

の作成は指定管理者が行うものとする。 

 (14) 指定管理料    

  ① 指定管理業務に係る経費（支援費対象経費を除く。）は、会計年度（４月１日

から翌年３月３１日まで）毎に支払われます。 

   ② 支援費（障害者福祉サービスの利用に要する費用の全体額から利用者負担額を

控除した額）は、指定管理者が代理受領する方式により支払われます。 

  ③ 指定期間が始まるまでに要する準備経費については、原則として、指定期間中

の収入をもって充てることとします。 

 

 ４ 精神障害者小規模作業所 

  (1) 施設の概要 
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   ① 施設の名称   和光市精神障害者小規模作業所 

   ② 所在地     和光市総合福祉会館内、２階 東側  

   ③ 施設規模    ４８３．５㎡（事務室、作業室、食堂、相談室、作業室、 

更衣室） 

   ④ 定員      １９人 

  (2) 利用時間 

午前９時から午後４時まで 

  (3) 休業日 

① 日曜日及び土曜日 

② 祝日法による休日 

③ 1 月２日、同月３日及び１２月２９日から同月３１日まで 

  (4) 利用対象者 

神障害者小規模作業所を利用できる者は、次に掲げる者とする。 

① 市内に住所を有する精神障害者  

② 市外に住所を有する精神障害者のうち、市長が特に認める者 

  (5) 管理業務の範囲及び内容 

   ① 施設の運営管理に関する業務 

    ア 和光市総合福祉会館設置及び管理条例第３２条に規定する事業の実施 

    ・ 就労支援に関すること。 

     ・ 生活指導に関すること。 

     ・ その他、精神障害者の自立及び社会復帰の促進を図るために市長が必要と

認める事業 

    イ 鍵の管理 

    ウ 作業所内の整理整頓 

   ② 利用許可に関する事務 

    ア 利用の申請事務 

    イ 利用許可証の交付事務 

   ③ 利用の制限に関する事務 

   ④ 作業所の施設及び設備の管理 

  (6) 管理の基準 

     和光市総合福祉会館設置及び管理条例（第５章精神障害者小規模作業所及び第

８章雑則）及び和光市総合福祉会館設置及び管理条例施行規則（第５章精神障害

者小規模作業所）に定める規定による。 

  (7) 指定期間 

     平成１７年４月１日から平成２２年３月３１日まで 

  (8) 職員の配置 

① 施設長 

  施設長は、精神障害者の社会復帰に理解と熱意を有し、施設を運営する能力

を有すると認められた者でなければならない。 

   ② 精神保健福祉士、作業療養士又は精神障害者社会復帰指導員の総数は、２名以
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上確保すること 

  (9) 授産種目等 

① 作業所が与える職業（以下「職業」という。）の種目は、地域の実情、製品の

需要状況等を考慮して選定しなければならない。 

   ② 作業所は、職業に従事する者の作業時間、作業量等がその者に過重な負担とな

らないように配慮しなければならない。 

(10) 工賃の支払 

   ① 指定管理者は、精神障害者小規模作業所を利用した者に対し、毎月その者の就

労時間及び作業内容等に応じて工賃を支払うものとする。 

② 工賃の額の基準及び支払方法等は、指定管理者が市長の承認を得て定めるもの

とする。 

(11) 給食 

指定管理者が給食の実施をする場合は、総合福祉会館内の厨房において、市が

業務委託した者の調理する給食を利用することができる。 

 (12) 指定管理料 

   ① 指定管理業務に係る経費は、会計年度（４月１日から翌年３月３１日まで）毎

に支払われます。なお、指定期間が始まるまでに要する準備経費については、原

則として、指定期間中の収入をもって充てることとします。 

   ② 指定期間が始まるまでに要する準備経費については、原則として、指定期間中

の収入をもって充てることとします。 

 

３ 申請ができる団体の資格 

 (1) 次の施設に申請ができる資格を有する者は、和光市総合福祉会館設置及び管理条例

第１条の設置目的を効果的・効率的に達成することができる法人又はその他の団体（以

下「団体」という。）とし、次のとおりとする。なお、個人は申請資格を有しないの

で留意すること。 

① 高齢者福祉センター  

   同種の事業を運営又は運営を予定している団体 

 ② 身体障害者デイサービスセンター 

    身体障害者福祉法に基づく指定居宅支援事業を実施又は実施を予定している団     

体  

  ③ 知的障害者授産施設 

     知的障害者福祉法に基づく知的障害者援護施設又は福祉作業所等を運営してい

る団体 

④ 精神障害者小規模作業所 

   精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に基づく精神障害者社会復帰施設又

はこれに準ずる施設を運営する団体 

 

４ 欠格事項 

 (1) 次の事項に該当する者が行った申請については無効とする。 
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 ① 和光市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例第４条第１項第４号

に該当する者 

  ② 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当する者 

  ③ 申請書類提出時点において、本市の一般競争入札の参加停止又は指名競争入札の

指名の停止等の措置を受けている者 

  ④ 最近１年間の法人税、消費税及び地方消費税を滞納している者 

  ⑤ 本業務を円滑に遂行できる安定的かつ健全な財務能力を有しない者 

  ⑥ 本指定管理者の選定を行う選定委員の属する法人等 

 (2) 次の要件に該当したときは、選定審査の対象から除外するものとする。 

  ① 選定審査に関する不当な要求等を申し入れたとき 

  ② 提出書類に虚偽又は不正があったとき 

  ③ 公募要領に違反又は著しく逸脱したとき 

  ④ 提出書類等の提出期間を経過してから提出書類が提出されたとき 

  ⑤ 提出書類提出後に事業計画の内容を大幅に変更したとき 

  ⑥ その他不正な行為があったとき 

 

５ 提出書類 

 (1) 和光市公の施設に係る指定管理者指定申請書（様式第１号） 

 (2) 申請ができる団体の資格を有していることを証する書類 

  ① 団体の概要を記載した書類 

  ② 法人登記簿謄本、定款、寄付行為及び規約又はこれらに準ずる書類 

  ③ 法人税、消費税及地方消費税の納税証明書 

 (3) 指定期間における管理業務の事業計画書及び収支予算書 

 (4) 団体の経営状況を説明する書類（直近の事業年度のもの） 

  ① 役員の名簿及び履歴を記載した書類 

  ② 財産目録、貸借対照表、事業報告書及び損益計算書又はこれらに準ずる書類 

  ③ 事業計画書及び収支予算書 

 (5) 提出書類の留意事項 

① 提出書類の部数は、 及び については正本１部、副本１部を、 及び につい

ては正本１部、副本６部を、提出すること。 

② 事業計画書等提出書類の著作権はそれぞれの申請者に帰属する。ただし、市は指

定管理者の決定公表等において必要と認めるときは、提出書類の全部一部を無償で

使用できるものとする。 

③ 提出された書類は、理由の如何を問わず返却しない。 

④ 市が必要と認めるときは追加資料を求めることがある。 

 

６ 事業計画書 

 (1) 事業計画書（５提出書類 事業計画書）の作成にあたっては、次の項目を基本条件

とする。 

  ① 市民の平等な利用の確保 
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② 施設の効用の最大限発揮 

③ 施設運営管理経費の縮減 

④ 施設の良好な維持管理 

⑤ 市民サービスの向上 

⑥ 個人情報の保護 

⑦ 関係法令の遵守及び施設利用者の安全確保 

(2) 総合福祉会館は、高齢者及び障害者の福祉の増進並びに地域のコミュニティ活動に

資することを設置目的として整備される複合施設である点に留意の上、次の項目につ

いて、利用者の目線に立った施設運営及びサービスの提供を実現するための事業計画

書を具体的に記載すること。 

  ① 運営に対する基本方針 

   ア 総合的な基本方針と達成目標 

イ 指定管理者の各業務に対する基本方針 

ウ 収入の確保、コスト削減等の経営方針 

  ② 運営計画 

   ア 次の業務について、平成１７年度から平成２１年度までにおける各年度の具体

的な運営内容を記載すること。 

    ・ 「管理業務の範囲及び内容」の項目で示した業務（施設の運営管理に関する

業務等） 

    ・ 活用事業実施業務（指定管理者が行う自主事業） 

イ 指定管理者は、本業務の全部を第三者に委託し、又は請け負わすことはできま

せんが、業務の一部について再委託を予定している場合には、その内容、再委託

先選定方法、予定金額などを含めた外部委託の方針 

ウ 個人情報の取り扱いについての考え方及び対応方法 

エ 苦情処理及び自己評価の対応についての考え方及び対応方法 

  ③ 実施体制及び組織 

   ア 運営を行っていく上で適切な人員配置を考慮した組織図 

イ 組織図に記載された職員全ての雇用関係、勤務体制（勤務時間、休日設定等）、

業務内容、必要な職能（資格、技能） 

ウ 人材育成方針及び職員の研修計画 

エ 上記以外の事項において、提案したい事項があれば併せて記載すること。 

  ④ 事業計画書に添付する③の各項目に関する内容についての様式は自由とする。（た

だし、Ａ４縦、横書きとする。） 

 

７ 収支予算書 

   収支予算書（５提出書類 収支予算書）の作成にあたっては、施設運営管理業務及

び自主事業のそれぞれについて、平成１７年度から平成２１年度までにおける各年度

の収支予算を主な収入・支出項目に区分して示すこと。また、収支予算の積算内訳に

ついても示すこと。（ただし、Ａ４縦、横書きとする。） 
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８ 選定方法及び選定基準等 

(1) 選定の方法 

① 指定管理者の候補者の選定にあたっては、和光市公の施設に係る指定管理者の指

定手続等に関する条例第４条の規定に基づき、選定基準により総合的に判断するも

のとする。 

② 指定管理者の候補者の選定は、市職員及び学識経験者から構成する指定管理者選

定委員会を設置し行うものとする。 

③ 選定委員会において審査を行うときは、申請をした者に対し、公開ヒアリング等

を実施するものとする。 

④ 市長は、選定委員会の結果報告を受け、優先交渉権者を選定し市議会の議決を経

た後に指定管理者として指定する。 

(2) 選定の基準 

  ① 市民の平等な利用が確保されること。 

   ア 団体の安定性及び継続性 

   イ 団体運営の透明性及び公平性 

   ウ 団体運営における法令等の遵守状況 

  ② 事業計画書等の内容が、当該施設の効用を最大限に発揮するものであることとも

に、その管理に係る経費の縮減が図られるものであること。 

   ア 団体の運営実績 

   イ 団体運営に対する効率的運営及び効率化への取組 

  ③ 事業計画書等に沿った管理を安定して行う物的能力及び人的能力を有するもので

あること。 

   ア 受託への意欲及び熱意 

   イ 施設管理の安全性への配慮 

   ウ 利用者への対応（接遇） 

   エ 職員の育成 

   オ 団体の理念及び姿勢 

  ④ その他施設の適正な管理を行うにあたり支障がないこと。 

 (3) 審査結果の公表 

    審査の結果については、申請者全員に書面で通知するものとする。また、和光市

ホームページなどで公表する予定です。 

 

９ 申請の手続 

 (1) 和光市総合福祉会館指定管理者公募要領（以下「公募要領」という。）の配布 

  ① 配布期間 

     平成１６年１０月１日（金）から平成１６年１０月１４日（木）までの間の午

前９時から午後５時までの間（ただし、和光市の休日を定める条例に定める休日

を除く。） 

  ② 配布場所 

     和光市役所３階 和光市総合福祉会館開設プロジェクト・チーム 
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 (2) 公募説明会及び現地見学会に関する事項 

  ① 説明会 

   ア 日時  平成１６年１０月１５日（金） 午後１時３０分から 

   イ 場所  和光市役所５階 ５０２会議室 

  ② 現地見学会（説明会終了後） 

   ア 日時  平成１６年１０月１５日（金） 午後３時から 

   イ 場所  和光市南一丁目２３番１号 和光市総合福祉会館建設現場 

  ③ 公募説明会及び現地見学会の内容 

   ア 公募要領の説明 

   イ 和光市総合福祉会館建設現場の見学 

  ④ 留意事項 

   ア 和光市総合福祉会館における指定管理者募集に係る資料一式を持参すること。 

   イ 参加者多数の場合、日時及び場所を変更することがある。 

  ⑤ 参加申し込み 

     公募説明会及び現地見学会への参加を希望する者は、平成１６年１０月１４日

（木）午後５時までにＦＡＸで参加申し込みをすること。 

 (3) 質疑事項 

    説明会終了後、質問がある場合は、質問書（様式自由、ただし、Ａ４縦、横書き

とする。）を持参又はＦＡＸで送付すること。なお、電話、来訪など口頭による質

問は受付しない。 

  ① 受付期間 

     平成１６年１０月１８日（月）から平成１６年１０月２０日（水）までの間の

午前９時から午後５時までの間 

  ② 提出場所 

     和光市役所３階 和光市総合福祉会館開設プロジェクト・チーム 

 (4) 指定管理者指定申請書の提出 

    指定管理者指定申請書に所要事項を記入の上、必要書類を添えて受付期間中に持

参すること。郵送、ＦＡＸ及びインターネット等による受付は行わない。 

  ① 受付期間 

     平成１６年１０月２５日（月）から平成１６年１０月２９日（金）までの間の

午前９時から午後５時までの間 

  ② 提出場所 

     和光市役所３階 和光市総合福祉会館開設プロジェクト・チーム 

(5) 指定管理者の選定スケジュール 

  ① 公募要領の配布              １０月１日(金)～１４日(木) 

   ② 公募説明会及び現地見学会の開催      １０月１５日(金) 

   ③ 質問書の受付               １０月１８日(月)～２０日(水) 

   ④ 質問書の回答               １０月２２日(金) 

   ⑤ 申請書の提出期間              １０月２５日(月)～２９日(金) 

   ⑥ 選定委員会による公開ヒアリングの実施   １１月上旬 
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   ⑦ 選定結果の公表               １１月中旬 

 (6) 問い合わせ先 

  〒３５１－０１９２    和光市広沢１－５ 

  和光市役所 和光市総合福祉会館開設プロジェクト・チーム 

  電 話 ０４８－４６４－１１１１（代表） 

  ＦＡＸ ０４８－４６４－１２３４ 


